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要旨 
本研究では、オンラインショッピングサイトが消費者の閲覧及び購買履歴等の情報を利用したレコ

メンドを行うときの、消費者の購買行動への影響を、書籍、音楽及び映像の媒体を事例として実証分

析するとともに、企業間の関係に与える影響について考察した。 
消費者にＷｅｂアンケート調査を実施し、各媒体の購買量、購入した媒体の発行社の数、購買ジャ

ンル数等にレコメンドが与える影響を、因果効果を識別することのできる二重頑健推定量によって推

定した結果、いずれの媒体もレコメンドにより購買量、購入した媒体の発行社の数、購買ジャンル数

が増加することが明らかになった。サイト別ではアマゾンにおいてレコメンドが強い効果を有してい

た。 
レコメンドが機能し販売量が増え情報蓄積が進みさらにレコメンドが行われるのであれば、特定の

サイトの集中度が高まると考えられる一方、レコメンドにより消費者が購入する媒体の発行社の数及

びジャンル数が増えるという推定結果を踏まえると、レコメンドはコンテンツ生産企業間の集中度を

下げる効果があると考えられる。 
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１．本研究の背景・意義、構成 
1.1 背景・意義 
近年、情報通信技術の発達により、企業がビッグデータと呼ばれる膨大な量の情報を収集・分

析し、マーケティングに利用しようとする試みが進められている。 
ビッグデータ利用の例の効果を定量的に明らかにすることに加え、近年急速に市場規模が拡大

しているオンラインショッピングサイトの現状を消費者レベルのデータから把握し、ひいては情

報流通とコンテンツ生産企業間に位置するプラットフォームとしての特性を考察することは、今

後の情報通信産業の在り方を考えるうえで意義あることと考えられる。 
そこで、本稿では、オンラインショッピングサイトにおける書籍、音楽ＣＤ（以下「音楽」）及

び映像（ＤＶＤやＢＤ（ブルーレイディスク）など。以下「映像」という。）といった媒体の購入

を事例としてとりあげ、企業が消費者の閲覧履歴及び購買履歴といった行動履歴を収集し、企業

行動に用いることが市場や企業間（同一レイヤー内、レイヤー間）の競争にどのような影響を与

えるか、統計分析して得られた結果と、産業組織論の理論に基づいて考察を行う。 
 
1.2 構成 
本稿の構成は以下のとおりである。第 2 章では、分析に用いたオンラインショッピングサイト

に関するウェブアンケートのデータを概観する。第 3 章では、まず消費者から見たレコメンドの

現状を概観し、次に因果効果を定量的に推定することのできる二重頑健推定量（Double-robust 
estimator）を用いて推定したレコメンドの効果（購買量、発行社数及びジャンル数に与える影響）

を示す。第 4 章では、第 3 章にて得られた推定結果から予見される市場や企業間（同一レイヤー

内、レイヤー間）の競争に与える影響について考察を行う。 
 

２．オンラインショッピングサイトに関するウェブアンケートの記述統計 
分析に利用したデータは、2013 年 2 月に Web アンケートを用いて取得した。約 19000 人に対

して予備調査を実施したうえで、2012 年 8 月から 2013 年 1 月の 6 か月間に、オンラインショッ

ピングサイトにて映像に加え、書籍又は音楽のいずれかの媒体を購入した日本全国の勤労者約

1600 名を対象に、購入した各媒体について質問した。得られた回答のうち、オンラインショッピ

ングサイトで当該媒体を購入したと回答したにもかかわらず、最も多く購入したサイトでの購買

量が 0 と回答した回答者 257 は無効回答として分析に用いなかった。以下の表１は分析に利用し

た標本の社会人口属性である。 
 

表１ 挿入 
 
 回答者のオンラインショッピングサイトでの各媒体の購買経験の有無は以下の表２のとおりで

ある。 
 

表２ 挿入 
  
回答者の各媒体の購買量、発行社数及びジャンル数の記述統計は以下の表３のとおりである。

質問票に掲載した発行社（出版社又はレコード会社）の選択肢は、書籍については 2012 年度出

版年報から出版点数の多い企業 20 社とその他、音楽及び映像については情報メディア白書 2012
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等に掲載されていた 14 社とその他である。質問票に掲載したジャンルの選択肢は、書籍について

は 2012 年度出版年報に掲載されていたアンケートの分類に基づく 10（総記、哲学、歴史、社会

科学、自然科学、工学・工業、産業、芸術・生活、言語、文学）とその他、音楽については、日

本レコード協会ジャンル分類に基づく 13（演歌、ポップス、ニューミューニック、ロック・ダン

ス、ジャズ・フュージョン、ポピュラーソング、映画音楽、軽音楽、民謡・純邦楽、教育・教材・

童謡・童話、アニメーション、クラシック、カラオケ）とその他、映像については、日本レコー

ド協会ジャンル分類に基づく 19（邦画（TV ドラマを除く）、日本の TV ドラマ、洋画（TV ドラ

マを除く）、海外の TV ドラマ、アジアの映画、アジアの TV ドラマ、日本のアニメーション（一

般向け）、海外のアニメーション（一般向け）、日本の子供向け（アニメーション）、日本の子供向

け（アニメーション以外）、海外の子供向け（アニメーション）、海外の子供向け（アニメーショ

ン以外）、音楽（邦楽）、音楽（洋楽）、ビデオカラオケ、芸能・趣味・教養、スポーツ、学校教育・

企業教育・語学教育、成人娯楽）とその他である。 
 

表３ 挿入 
 
いずれの指標も平均が中央値を上回っている。また、いずれの媒体も、特に購買量において標

準偏差が大きくなっている。各媒体の購買量の中央値の値を見ると、少なくとも半分程度の者の

購買量は一桁冊（枚）であるが、多くの量を購入する者が平均を押し上げていることが伺われる。 
 以下の表４は、回答者が各媒体を購入した上位５社のサイトである（それ以外の事業者につい

ては、その他として集計。）。いずれの媒体においても、アマゾン及び楽天のシェアが高く、その

他の事業者のシェアは低い。 
 

表４ 挿入 
 

レコメンドが購買量に与える影響はあるだろうか。以下の表５は、各種媒体の購買量を、最も

よく購入したサイト別、レコメンドの参考の有無別に集計した結果である。最もよく利用したサ

イトとしては、アマゾン、楽天、その他の 3 グループに分類した。 
 

表５ 挿入 
 
次に、購入した媒体の発行社の数（出版社数又はレコード会社数）及び購買ジャンル数の分布

について見てみる。以下の図１～３にその他を除いた発行社、図４～６にその他を除いたジャン

ルのうち、回答者が購入したと答えた数の累積分布を記した。 
レコメンドを参考にする者としない者で比べてみると、レコメンドを参考にする者はしない者

に比べて多くの発行社の媒体又はジャンルを購入している。 
 

図１～６ 挿入 
 
 書籍、音楽、映像いずれも、レコメンドを参考にする者は参考にしない者に比べて購入した媒

体の量、発行社の数及びジャンル数が多い。また、いずれの媒体もアマゾンの利用者は全体に比

べて購入した媒体の発行社の数及びジャンル数が多く、楽天の利用者は購入した媒体の発行社の

数及びジャンル数が少ない傾向にあることが明らかになった。しかし、レコメンドを参考にして
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いる者としていない者の間の違いは、レコメンドを参考にしているから購入する媒体の量、発行

社やジャンルが多くなるのか、それとも購入する媒体の量、発行社やジャンルが多い者が情報収

集のためにレコメンドを参照しているのか、いずれの因果関係にあるかは定かではない。 
 次章では、元々の人々の傾向と、レコメンドを利用したことによる影響を、二重頑健推定量

(double-robust estimator)を用いて識別を行う。 
 
３．オンラインショッピングサイトのレコメンドの因果効果 
3.1 消費者側から見たレコメンドに関する現状 
近年のオンラインショッピングサイトの成功要因の 1 つとして、1 人 1 人の行動履歴に基づい

たオンラインレコメンドを行っていることが考えられる。 
以下の表６は、主なオンライン著作物販売サイトが行っているレコメンドの種類について、消

費者側の視点から分類、整理したものである。Web ページの表示に基づくレコメンドは多くのサ

イトで行われているが、個々人の購買履歴に基づくレコメンドを明示的に行っているのはアマゾ

ンと楽天の 2 事業者のみである。 
 

表６ 挿入 
 
3.2 実証分析に用いた推定手法 

レコメンドの因果効果の実証分析には、二重頑健推定量を用いている。Robins et al (1995)によ

って提案された二重頑健推定法とは、潜在的な成果（potential outcome）アプローチと呼ばれる

因果効果を識別する手法の 1 つであり、回帰分析と、傾向スコア加重法を組み合わせた手法であ

る。同手法は線型回帰か、傾向スコアのいずれか一方の定式化が正しければ一致性を持ち、共に

一致性を持つ時には一方の手法のみを利用した場合よりも効率的な推定量が得られることが知ら

れている。手法の詳細は Imbens and Wooldridge (2009)を参照されたい。 
 

3.3 実証分析結果 
本節では消費者の情報を用いたレコメンドが各媒体の購入に与える因果効果の識別を試みる。

まず、各媒体についてレコメンドが購買量、発行社数、ジャンル数に与える因果効果を調べ、次

に、アマゾン、楽天のそれとの違いから、サイト別のレコメンドの影響について明らかにする。

なお、分析に利用した共変量は、ウェブアンケート等にて取得した性別、年齢、結婚の有無、職

業ダミー、所得階層ダミー、教育年数、正規雇用ダミー、父の教育年数、母の教育年数、兄弟姉

妹の有無を表す４つのダミー変数である 3。 
分析の結果は表７のとおりである。 
 

表７ 挿入 
 
各媒体全体について、レコメンドは平均的には購買量、発行社数及びジャンル数を増やす効果

を有していた（概ね１％水準で統計的に有意、書籍の購買量及び音楽の購買量は５％水準で有意）。

3 サイト別に因果効果の推定を行う際、表７と同様の共変量を用いて推定を行ったところ一部の

グループの観察数が少なく計算が行えなかったため、正規雇用ダミー、父の教育年数、母の教育

年数、兄弟姉妹の有無を除いて再推定を行った。 
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書籍については、数量で 7.8 冊、出版社数で 1.3 社、ジャンル数で 0.65 増加、音楽については、

数量で 6.1 枚、レコード会社数で 1.2 社、ジャンル数で 1.2 増加、映像については、数量で 2.3 枚、

レコード会社数で 1.0 社、ジャンル数で 0.9 増加している。 
次に、アマゾン及び楽天の利用者が多いこと、また、いずれか一方のサイトの効果を調べるた

め、「アマゾンを利用し楽天は利用しない者」「楽天を利用しアマゾンは利用しない者」に着目し

分析を行う。なお、アマゾンも楽天も使っていない者は、特にレコメンドを参考にしている者に

限定すると回答者数が 11（書籍）、19（音楽）、28（映像）と極端に少ないため、今回の分析の対

象外とする。分析結果は表８のとおりである。 
 

表８ 挿入 
 
因果効果自体は必ずしもすべてが統計的に有意ではないが、アマゾンと楽天の因果効果の差を

検定すると、映像の購買量及びジャンル数を除き、アマゾンの方が楽天よりもレコメンドの効果

が強いと考えられる。 
これらの結果を総合すると、全体的にレコメンドは購買量、発行社数、購買ジャンル数を増や

す効果を持っており、特にアマゾンにおいて強い効果を有していることが明らかになった。 
 

４．分析結果の含意、考察 
 アマゾンにおいて、レコメンドの効果が強いという推定結果が出た１つの要因 4として、レコメ

ンドが機能し販売量が増え情報蓄積が進みさらにレコメンドが行われている可能性が考えられる。

レコメンドが機能しかつ大きいシェアを有している事業者がより売り上げを伸ばすことができる

のであれば、小売市場における市場集中度が高まる傾向を持つことになると考えられる。他方、

レコメンドは購買発行社数やジャンル数を増やす働きを持っており、コンテンツ生産企業間の集

中度を下げる働きを有していることが明らかになった。レコメンドが小売企業の市場支配力を高

め、コンテンツ生産企業の市場支配力を低下させるならば、小売企業による反競争的行為につな

がる可能性がある。 
再販売価格拘束の有無により、レコメンドが厚生にもたらす効果も異なると考えられる。 
日本では書籍及び音楽ＣＤについては再販売価格拘束が例外的に認められており、小売企業に

よる価格を通した市場支配力の行使を抑制できるため、現状書籍と音楽では小売企業によるレコ

メンドは消費者余剰を高めていると考えられる。 
一方、再販売価格拘束が制度上認められていない映像については、レコメンドが小売企業間の

差別化に繋がらないのであれば小売企業に努力の誘因が生じないため、市場均衡の需要量を拡大

する効果を持つかは定かではない。同様に、電子書籍、音楽配信では再販売価格拘束が禁じられ

ているため、企業がレコメンドによる需要拡大を行う誘因は弱い可能性がある。再販売価格拘束

4 その他、調査時点において楽天のレコメンドの効果が弱かった理由として、楽天市場は出店している

約 48000 の店舗の集合であり扱う財に共通の型番や品番がなかったことが考えられる。 

http://bizgate.nikkei.co.jp/article/15561416.html?n_cid=TPRN0002 

また、2014年 2月 11日になされた、Twitter上でのアマゾンと楽天のレコメンドの違いに関する tweet

（机を購入すると、アマゾンは椅子をおすすめするのに対して、楽天は机をおすすめする旨指摘） 

https://twitter.com/kagenoD/status/433447512121147392 

が同年4月 22日時点で18,120リツイートされ一定数の共感を呼んでいることから示唆されるように、

アマゾンのレコメンドは財同士の補完性を考慮し有効なレコメンドがなされている可能性がある一方、

楽天のレコメンドはそうではない可能性がある。 
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が禁止されている場合、行動履歴の利用は企業間の価格競争を促進する効果を持つと考えられる。

そのような市場については行動履歴と価格の関係の分析を通じて厚生評価を行っていくことが必

要となるだろう。情報の利用と価格競争の程度についての実証的な研究は今後の課題である。 
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表１ ウェブアンケート対象者の社会属性 

 
 

表２ 半年間のオンラインショッピングサイト購入経験 

 
 
 

表３ 各媒体の購買量、発行社数及びジャンル数 

 
 
  

(a)性別区分

男性 女性

度数 811 603

比率 57.36% 42.64%

(b)年齢階層 （平均年齢 40.39）

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代

度数 0 274 429 403 236 69 3 0
比率 0.00% 19.38% 30.34% 28.50% 16.69% 4.88% 0.21% 0.00%

(c)結婚有無

無し 有り

度数 757 657

比率 53.54% 46.46%

(d)職業分類

会社員・
役員 自営業 専門職 公務員 学生 専業主婦
パート・

アルバイト
無職 その他

度数 944 0 65 86 0 0 319 0 0
比率 66.76% 0.00% 4.60% 6.08% 0.00% 0.00% 22.56% 0.00% 0.00%

(e)世帯年収区分

300万円
未満
300〜

500万円
500〜

700万円
700〜

1000万円
1000〜

1500万円
1500万円

以上
その他

度数 166 328 336 336 167 81 0
比率 11.74% 23.20% 23.76% 23.76% 11.81% 5.73% 0.00%

ある ない ある ない
書籍 1264 150 89% 11%
音楽 1229 185 87% 13%
映像 1414 0 100% 0%

半年間のオンラインショッピングサイト購入経験

平均 中央値 標準偏差

購買量 16.7 10.0 27.2

発行社数 2.7 2.0 2.2

ジャンル数 1.8 1.0 1.4

書籍

平均 中央値 標準偏差

7.6 3.0 22.4

1.8 1.0 1.7

1.5 1.0 1.3

音楽

平均 中央値 標準偏差

5.3 2.0 11.4

1.6 1.0 1.3

1.6 1.0 1.2

映像

うち
書籍&音楽 0 0.0%
書籍&映像 185 13.1%
音楽&映像 150 10.6%
音楽&書籍&映像 1079 76.3%
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表４ 各媒体の主な購入元サイト 

 

 
表５ ユーザグループごとの購買量 

 

 
表６ 主なオンラインショッピングサイトのレコメンドの現状 

 

サイト名 利用
もっとも
よく利用

サイト名 利用
もっとも
よく利用

サイト名 利用
もっとも
よく利用

アマゾン 74.1% 52.1% アマゾン 67.7% 52.8% アマゾン 64.9% 56.7%

楽天ブックス 60.0% 35.4% 楽天 43.9% 26.8% 楽天 38.5% 27.2%

Yahoo！
ショッピング

8.6% 1.0% HMVオンライン 11.4% 5.5% HMVオンライン 6.4% 3.7%

セブンネット 8.0% 1.0%
Yahoo!
ショッピング

6.9% 1.5%
Yahoo!
ショッピング

5.0% 2.0%

HMV 6.5% 1.7% ツタヤ 6.1% 2.4% ツタヤ 4.0% 1.8%

その他
（上位５社以外）

25.8% 8.8%
その他
（上位５社以外）

14.6% 11.1%
その他
（上位５社以外）

15.1% 8.6%

書籍 音楽 映像

観察数 平均 標準偏差 最小値 中央値 最大値
書籍 1329 18.7 28.0 1 10 360
音楽 1243 8.7 23.8 1 4 600
映像 1414 5.3 11.4 1 2 230
書籍 658 16.4 21.7 1 10 265
音楽 649 6.8 11.4 1 3 150
映像 802 5.2 8.7 1 3 120
書籍 448 17.6 27.2 1 10 320
音楽 329 6.2 13.6 1 3 185
映像 384 4.2 9.1 1 2 150
書籍 158 27.4 46.0 1 15 360
音楽 251 16.8 45.9 1 6 600
映像 228 7.4 19.7 1 3 230
書籍 211 23.0 32.7 1 13 319
音楽 157 16.2 31.7 1 6 200
映像 172 8.1 17.0 1 3 150
書籍 1118 15.6 25.9 0 8 360
音楽 1072 6.5 20.6 0 3 600
映像 1242 4.9 10.3 1 2 230

レコメンド
非参考

オンラインショッピ
ングサイト又は実

店舗での購入

アマゾンを
最も利用する者

楽天を
最も利用する者

その他利用者

レコメンド
参考

サイト名
①他人の履歴を基にしたもの1

（自己の履歴は用いないもの）
②自己の閲覧履歴を

基にしたもの2

③自己の購買履歴を
基にしたもの3

アマゾン ○ ○ ○

楽天ブックス ○ △ ○

Yahoo!
ショッピング

△ △ ？

セブンネット ○ ○ ？

ＨＭＶオンライン ○ ○ ？

ツタヤオンライン ○ ○ ？

1 ここでは、サイト内において、他人の履歴やその集合を基に明示的にレコメンドを行うもの（「よく一緒に購入されている商品」「この商品を買った人はこんな商品を
買っています」「この商品を見た方は、こちらの商品も見ています」など。ただし、当該消費者の閲覧履歴及び購買履歴を用いているものを除く）としている。ブラウザ
（Firefox）のプライベートブラウジングを用い調査。

2 ここでは、サイト内において、当該消費者の閲覧履歴（購買履歴は除く）を基に明示的にレコメンドを行うものとしている（過去にチェックしたものを表示するのみの
ものも含む）。

3 サイト内において、当該消費者の購買履歴を基に明示的にレコメンドを行うもの

記号凡例
○：商品のページ又はマイページからレコメンドが参照可能
△：ポータルサイト等やや離れたページにてレコメンドが参照可能
？：明示的なレコメンドはないが、利用規約等から企業が情報収集していると思われるもの

各社HPを基に筆者作成
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表７ レコメンドの因果効果の推定結果（各媒体全体） 

 
 

表８ レコメンドの因果効果の推定結果（アマゾン利用楽天非利用、アマゾン非利用楽天利用別） 

 

 
 
 
  

レコメンド利用の効果
購買量 因果効果 標準誤差
　書籍 7.846 3.378 **
　音楽 6.117 2.435 **
　映像 2.305 0.884 ***
購買発行社数 因果効果 標準誤差
　書籍 1.329 0.223 ***
　音楽 1.178 0.238 ***
　映像 1.039 0.185 ***
購買ジャンル数 因果効果 標準誤差
　書籍 0.648 0.137 ***
　音楽 1.162 0.209 ***
　映像 0.929 0.169 ***
***: 1%有意 **: 5%有意 *:10%有意

購買量 因果効果 標準誤差
アマゾン利用楽天非利用 9.619 5.121 * 10.673 ***
アマゾン非利用楽天利用 -1.054 2.472
アマゾン利用楽天非利用 11.568 5.221 ** 11.110 ***
アマゾン非利用楽天利用 0.458 2.141
アマゾン利用楽天非利用 1.420 1.135 -0.028
アマゾン非利用楽天利用 1.448 0.895

購買発行社数 因果効果 標準誤差 因果効果の差
アマゾン利用楽天非利用 0.765 0.288 *** 0.577 ***
アマゾン非利用楽天利用 0.187 0.351
アマゾン利用楽天非利用 1.261 0.339 *** 0.918 ***
アマゾン非利用楽天利用 0.343 0.258
アマゾン利用楽天非利用 0.683 0.154 *** 0.473 ***
アマゾン非利用楽天利用 0.210 0.160

購買ジャンル数 因果効果 標準誤差 因果効果の差
アマゾン利用楽天非利用 0.354 0.210 * 0.815 ***
アマゾン非利用楽天利用 -0.461 0.162 ***
アマゾン利用楽天非利用 1.068 0.252 *** 0.551 ***
アマゾン非利用楽天利用 0.517 0.361
アマゾン利用楽天非利用 0.409 0.126 *** -0.546 ***
アマゾン非利用楽天利用 0.955 0.235 ***

***: 1%有意 **: 5%有意 *:10%有意

映像

因果効果の差

書籍

音楽

映像

書籍

音楽

映像

書籍

音楽
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図１ 購入した媒体の発行社数の累積分布（書籍） 

 
図２ 購入した媒体の発行社数の累積分布（音楽） 

 
 
 
図３ 購入した媒体の発行社数の累積分布（映像） 

 
 

図４ 購入した媒体のジャンル数の累積分布（書籍） 

 
 
 
図５ 購入した媒体のジャンル数の累積分布（音楽） 

 
図６ 購入した媒体のジャンル数の累積分布（映像） 
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図１～６まで、いずれも凡例は下記のとおり 
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